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背景とねらい：  
2015 年 4 月をもって下痢性貝毒検査の公定法は、マウス毒性試験から機器分析法

へと改正されました。下痢性貝毒検査に機器分析法が導入されたことにより、下痢性

貝毒認証標準物質が不可欠となりました。これまで、下痢性貝毒認証標準物質はカナ

ダの国立研究機関が世界各国に頒布していましたが、在庫が少ない状況でした。国内

における急激な需要の増加を考えて、国産認証標準物質を開発し広く行き渡らせるこ

とにより、持続的な機器分析法による国内貝毒検査体制を確立することを目的としま

した。 

 
特長と効果：  

国内沿岸から 600株以上の有毒藻類 Prorocentrum limaを単離し、継代培養株を作

製しました。継代培養株の中から、ジノフィシストキシン-1（DTX1）とオカダ酸

（OA）の細胞当たりの毒含量が極めて高く、一日当たりの細胞増殖速度が高い株を選

抜しました。本研究で得られた毒高生産能株は、これまでに世界で発見されてきた株

の中で最も高い毒生産能を有する株であることが明らかになりました（図１）。これ

らの株を大量培養することにより、DTX1と OAの原料を短期間で大量に製造すること

が可能となりました。また、大量培養抽出物を原料として、これまでの精製法を改良

し、より効率的な精製法を確立しました。さらに、本研究では定量核磁気共鳴法によ

り、精製した DTX1と OAを対象に極めて正確な濃度決定法を開発することにより、認

証標準物質を短期間で開発しました（写真１）。 

 
図１ 毒高生産能株の毒生産速度 

新たに得た毒高生産能株（AOF55P、MIO12P、OMI29P、MIO34P）、既存毒高生産能株

（PL197）、 文献により最も高毒生産能であることが知られている CCMP2579株、3.4g

株の一日当たりの毒生産能との比較 

 

社会実装の対象と可能性：  

開発した標準物質はわが国初の貝毒認証

標準物質であり、既に国家標準物質とし

てわが国の検査で利用されています。ま

た、本認証標準物質の市販を受けて、厚

生労働省は 2017 年 4月 1日付で旧公定

法であるマウス毒性試験を廃止し、国内

下痢性貝毒検査は機器分析法に完全に移

行しました。下痢性貝毒の大量製造技術

が開発されたことにより、海外の標準物

質に依存することなく、持続的に下痢性

貝毒標準物質を広く行き渡らせる基盤が整備されました。機器分析法が貝毒検査に導入

されたことにより、旧公定法で指摘されてきた精度が十分でないための偽陽性判断によ

る出荷規制がなくなり、青森県陸奥湾のホタテガイ生産額は顕著に増加しました。この

ように本研究の成果は、二枚貝産業の振興や二枚貝の安全性の向上に大いに貢献してい

ます。 
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写真１ 下痢性貝毒認証標準物質 
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